
１．決算収支の状況

区　　分 平成28年度 平成27年度 増減額 増減率
歳　入　総　額・① 3,890,620 3,971,583 △ 80,963 △ 2.0
歳　出　総　額・② 3,788,219 3,823,907 △ 35,688 △ 0.9
歳入歳出差引額・①－②＝③ 102,401 147,676 △ 45,275 △ 30.7
翌年度へ繰り越した財源・④ 28,550 64,545 △ 35,995 △ 55.8
実質収支額・③－④＝⑤ 73,851 83,131 △ 9,280 △ 11.2

２．歳入決算の状況

(歳入）
増減率

決算額・① 構成比 決算額・② 構成比 （①－②）／②
市税 1,744,843 44.8 1,735,964 43.7 0.5
地方譲与税 27,144 0.7 27,424 0.7 △ 1.0
利子割交付金 2,003 0.1 3,582 0.1 △ 44.1
地方消費税交付金 184,888 4.8 207,742 5.2 △ 11.0
地方特例交付金 6,326 0.2 6,108 0.2 3.6
自動車取得税交付金 7,255 0.2 7,293 0.2 △ 0.5
配当割・株式等譲渡所得割交付金 15,222 0.4 26,699 0.7 △ 43.0
その他交付金 4,213 0.1 4,135 0.1 1.9
地方交付税 314,551 8.1 316,870 8.0 △ 0.7
分担金及び負担金 48,486 1.2 47,777 1.2 1.5
使用料及び手数料 81,753 2.1 83,936 2.1 △ 2.6
国・県支出金 789,445 20.2 840,664 21.2 △ 6.1
繰入金 138,734 3.6 48,526 1.2 185.9
繰越金 147,675 3.8 192,867 4.9 △ 23.4
市債 280,690 7.2 346,550 8.7 △ 19.0
その他 97,392 2.5 75,446 1.8 29.1
合計 3,890,620 100.0 3,971,583 100.0 △ 2.0

区分

　平成２８（２０１６）年度決算の概要

　市の財政がどのような状況にあり、皆さんが納めた税金や国・県からの支出金などが、どのように使われている
かを知っていただくため、市では財政状況の公表を行っています。今回は、平成２８年度普通会計決算の概要を
お知らせします。

　普通会計決算は、地方公共団体間の比較や時系列比較が可能になるように全国一律の基準で集計及び分析
し地方自治法の規定により総務省に報告しています。我孫子市では、一般会計が普通会計決算となります。

　平成２８年度普通会計決算は、歳入３８９億６２０万円、歳出３７８億８２１９万円となりました。歳入から歳出を差し
引いた現金収支（形式収支）の額は、１０億２４０１万円となり、平成２９年度へ繰り越しました。また、翌年度に繰り
越された事業に必要な財源として２億８５５０万円を控除した実質的な繰越額（実質収支）は、７億３８５１万円とな
りました。

（単位：万円、％）
平成27年度平成28年度

　決算収支の前年度との対比は、表１のとおりです。

＜表２－１＞　平成２８年度普通会計歳入決算の状況

　歳入は、前年度に比べ８億９６３万円（前年度比２．０％減）の減額となりました。

＜表１＞　平成２８年度普通会計決算収支の状況

　市税は、市町村民税のうち法人税割が企業業績の悪化により減額したものの、家屋の新増築による評価額の
増額により固定資産税が増額（前年度比０．８％増）したことなどから、８８７８万円（前年度比０．５％増）の増額と
なりました。
　国・県支出金のうち国庫支出金は、児童手当負担金や年金生活者等支援臨時福祉給付金支給事業に係る補
助金の減額により、１億３９９万円（前年度比１．８％減）の減額となりました。　また、県支出金は、児童手当負担
金や手賀沼親水広場施設移譲負担金の減額などにより、４億８２０万円（前年度比１５．９％減）の減額となりまし
た。
　繰入金は、財政調整基金や公共施設整備基金からの繰入金が増額となったことなどにより、９億２０８万円（前
年度比１８５．９％増）の増額となりました。
　市債は、臨時財政対策債及び教室環境整備事業債（中学校教室へのエアコン設置事業債）などが減額となっ
たことから６億５８６０万円（前年度比１９．０％減）の減額となりました。
　各種交付金は、地方消費税交付金（前年度比１１．０％減）や株式等譲渡所得割交付金（前年度比５２．７％
減）が大幅な減額となりました。
　歳入決算の前年度との対比は、表２－１のとおりです。

（単位：万円、％）
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３．歳出決算の状況

ア、目的別に分類した歳出の状況

　歳出は、前年度に比べ３億５６８８万円（前年度比０．９％減）の減額となりました。普通会計決算では、歳出を目
的別と性質別に分類しています。

　歳出を目的別に見ると、民生費（構成比４２．５％）、総務費（構成比１３．５％）、衛生費（構成比１０．８％）、教育
費（構成比９．９％）の順となっています。
　前年度との比較では、総務費は、成田線新木駅自由通路及び橋上駅舎等新設工事負担金や東葛中部地区
総合開発事務組合負担金の増などにより、４４８２万円（前年度比０．９％増）の増額となりました。
　民生費は、年金生活者等支援臨時福祉給付金や私立保育園委託料の増などにより、４億７１１７万円（前年度
比３．０％増）の増額となりました。
　衛生費は、廃棄物処分委託料の減などにより、８１３７万円（前年度比１．９％減）の減額となりました。
　農林水産費は、農業拠点施設工事費の増などにより、２億９万円（前年度比５６．５％増）の増額となりました。
　商工費は、プレミアム付商品券発行事業補助金の減などにより、１億７３２９万円（前年度比３２．６％減）の減額
となりました。
　教育費は、中学校教室エアコン設置工事費の減などにより、６億８７６１万円（前年度比１５．５％減）の減額とな
りました。

　※繰　入　金　　　　・・・弾力的な資金運用を行うため、基金や特別会計から繰り入れます。

　※そ　の　他　　　　・・・財産収入・寄附金・諸収入の合計です。

　※市　　　債　　　　・・・市の事業や財政運営のために国や金融機関等から借り入れる資金です。

　※配当割・株式等譲渡所得割交付金・・・株などの配当や譲渡所得への課税の一定割合が県から市に交付されます。

　※地方特例交付金    ・・・恒久的減税による市税の減収額の一部補てんのために交付されます。

　※分担金及び負担金　・・・特定の事業を行うことにより利益を受ける団体や個人から徴収します。

　※地方交付税　　　　・・・地方自治体の財源として、国が使い方を特定せずに交付します。

　※国・県支出金　　　・・・国や県から特定の事業を実施するために交付されます。

　※繰　越　金　　　　・・・前年度決算で生じた剰余金のうち、平成２８年度の歳入になるものです。

　※使用料及び手数料　・・・市の施設利用や行政サービスに対する料金として徴収します。

　　　　　　　　　　　　　　地方揮発油譲与税の各譲与税の合計です。

＜表２－２＞　平成２８年度普通会計歳入決算の構成状況

　※利子割交付金　　　・・・預金などの利子所得の課税に対して県から交付される交付金です。

　※その他交付金　　　・・・ゴルフ場利用税交付金、交通安全対策特別交付金の各交付金の合計です。

　※自動車取得税交付金・・・県に納付された自動車取得税の一定割合が県から市に交付されます。

　※市　　　税　　　　・・・市の歳入の中心で、市民税、固定資産税、軽自動車税などがあります。

　※地方譲与税　　　　・・・本来市税となる税源をいったん国税として徴収し、市に譲与されます。自動車重量譲与税、

＜用語（区分）の説明＞

　※地方消費税交付金　・・・消費税の１．７％相当額が国から県に交付され、その２分の１相当額が県から市に交付されます。
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（目的別歳出）
増減率

決算額・① 構成比 決算額・② 構成比 （①－②）／②
議会費 30,301 0.8 31,346 0.8 △ 3.3
総務費 511,630 13.5 507,148 13.3 0.9
民生費 1,610,751 42.5 1,563,634 40.9 3.0
衛生費 410,709 10.8 418,846 10.9 △ 1.9
労働費 2,292 0.1 2,280 0.1 0.5
農林水産業費 55,438 1.5 35,428 0.9 56.5
商工費 35,812 0.9 53,141 1.4 △ 32.6
土木費 311,524 8.2 313,508 8.2 △ 0.6
消防費 153,544 4.1 165,217 4.3 △ 7.1
教育費 374,284 9.9 443,044 11.6 △ 15.5
災害復旧費 396 0.0 100 0.0 296.0
公債費 291,538 7.7 290,215 7.6 0.5
合計 3,788,219 100.0 3,823,907 100.0 △ 0.9

　歳出目的別決算の前年度との対比は、表３－１のとおりです。

　※公　債　費　　・・・市債として借りた資金に利子を付けて返済するものです。

　※教　育　費　　・・・小中学校・図書館・市民体育館の運営や社会教育事業などに使われます。

＜表３－２＞　平成２８年度普通会計歳出・目的別決算の構成状況

　※災害復旧費　　・・・災害によって生じた被害の復旧に要する経費です。

平成28年度

　※農林水産業費　・・・地産地消の推進など農業の振興や農業委員会の運営に使われます。

　※消　防　費　　・・・防火や救急業務など市民生活の安全を守るために使われます。

　※商　工　費　　・・・商業や工業の振興、観光事業、消費生活の改善などに使われます。

平成27年度
区分

　※民　生　費　　・・・高齢者や障害者、児童などの社会福祉に使われます。

　※衛　生　費　　・・・病気予防のための各種検(健)診、環境対策、ごみ処理などに使われます。

＜用語（区分）の説明＞
　※議　会　費　　・・・議会活動に要する経費で、議員の報酬や議会事務に使われます。

＜表３－１＞　平成２８年度普通会計歳出目的別決算の状況
（単位：万円、％）

　※土　木　費　　・・・道路や公園の整備、排水対策など快適なまちづくりのために使われます。

　※労　働　費　　・・・普通会計決算上だけの分類で、失業対策や雇用促進などに使われます。

　※総　務　費　　・・・市の管理的経費など他に区分できない経費です。
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　各項目（目的別）の主な事業は次のとおりです。

◎特別職（議員）人件費（議会事務局）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２億３４９０万円

◎成田線新木駅の自由通路と橋上駅舎の整備に要する費用（交通課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０億６１７９万円

◎電算の管理運営（文書情報管理課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ４億２３１０万円

◎庁舎等の維持管理（施設管理課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２億１３９０万円

◎市民センター・近隣センター等の維持管理（市民活動支援課）　　　　　　　 ２億６７３万円

◎各駅自転車駐車場の管理運営（交通課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １億３５３２万円

◎生活保護者への扶助（社会福祉課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２１億５９４３万円

◎児童手当の支給（子ども支援課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １９億６９１万円

◎私立保育園等児童保育の委託（保育課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １５億４５２４万円

◎障害者への自立支援給付費等の給付（障害福祉支援課）　　　　　　　　　　 １５億３９５９万円

◎後期高齢者医療負担金（国保年金課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １０億５４０万円

◎公立保育園の運営（保育課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ５億１１４９万円

◎児童扶養手当の支給（子ども支援課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ３億２７９１万円

◎年金生活者等支援臨時福祉給付金の支給（社会福祉課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ３億１４１１万円

◎私立保育園運営費の補助（保育課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２億７７１６万円

◎児童通所支援給付費等の支給（子ども相談課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２億７６３８万円

◎障害者の地域生活支援（障害福祉支援課）　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２億２５２５万円

◎重度障害者（児）への医療費の給付（障害福祉支援課）　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２億１０３３万円

◎ごみの資源化の推進（クリーンセンター）　　　　　　　　　　　　　　　　　 ４億１３０３万円

◎子ども医療費の助成（子ども支援課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ４億８５８万円

◎手賀沼親水広場施設の改修（手賀沼課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ３億８１５７万円

◎予防接種の実施（健康づくり支援課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２億９９９３万円

◎焼却灰等の放射能対策に要する費用（クリーンセンター）　　　　　　 ２億７２９４万円

◎家庭ごみの収集業務に要する費用（クリーンセンター）　　　　　　　　　　　　　　 １億６５３８万円

◎がん検診等成人保健に要する費用（健康づくり支援課）　　　　　　　　　　 １億５８５５万円

◎最終処分場の埋め立て等に要する費用（クリーンセンター）　　　　　　　　　 １億５７３９万円

◎乳幼児健診等母子保健に要する費用（健康づくり支援課）　　　　　　　　　　　　　 ９２７４万円

◎シルバー人材センターの育成（高齢者支援課）　　　　　　　　　　　 １５２０万円

◎農業拠点施設など地産地消を推進する費用（農政課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２億２４５４万円

◎各排水機場の維持管理（農政課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ５１７４万円

◎手賀沼沿い農地活用を推進する費用（農政課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ４４５３万円

◎中小企業への資金融資（企業立地推進課）　　　　　　　　　 １億３９８６万円

◎インフォメーションセンター運営に要する費用（商業観光課）　　　　　　　　　 ２３１３万円

◎市道等の維持補修（道路課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ３億１３８３万円

◎布佐駅南側の道路整備等に要する費用（市街地整備課）　　　　　　　　　　 １億９５１４万円

◎公園の維持管理（公園緑地課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １億５１８５万円

◎住宅取得・リフォームへの補助（建築住宅課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １億１１０８万円

◎根戸排水区の整備に要する費用（治水課）　　　　　　 ６８５０万円

◎市営住宅の維持補修（建築住宅課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ６５８２万円

◎排水施設の維持管理（治水課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ５４９０万円

◎柏市・我孫子市消防通信指令事務協議会負担金（消防総務課）　　　　　　　　　　　 ３６０５万円

◎高規格救急自動車の購入に要する費用（警防課）　　　　　　　　　　 ３５５９万円

＜土木費＞

＜衛生費＞

＜労働費＞

＜農林水産業費＞

＜商工費＞

＜消防費＞

＜総務費＞

＜民生費＞

＜議会費＞
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◎小中学校の給食調理等に要する費用（学校教育課）　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　 ３億９２１４万円

◎私立幼稚園の振興(保育課）　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　 ２億７６５８万円

◎小学校の運営に要する費用（学校教育課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　２億３７２０万円

◎小学校の維持管理に要する費用（教育総務課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　２億３４３７万円

◎中学校の運営に要する費用（学校教育課）　　　　　　　　　　　　　　　　　 １億３０００万円

◎小中学校コンピュータ教育に要する費用（指導課）　　　　　　　　　　　　　 １億３５３６万円

◎市道の除染（道路課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ３９６万円

イ、性質別に分類した歳出の状況

（性質別歳出）

増減率

決算額・① 構成比 決算額・② 構成比 （①－②）／②

人件費 816,137 21.5 817,121 22.8 △ 0.1

扶助費 945,522 25.0 875,713 23.7 8.0

公債費 291,538 7.7 290,215 8.6 0.5

義務的経費小計 2,053,197 54.2 1,983,049 55.1 3.5

物件費 724,255 19.1 723,080 18.2 0.2

維持補修費 19,189 0.5 19,904 0.6 △ 3.6

補助費等 174,538 4.6 192,408 4.7 △ 9.3

経常的貸付金等 12,500 0.3 12,500 0.4 0.0

経常的繰出金 388,006 10.3 370,743 9.0 4.7

経常的経費計 3,371,685 89.0 3,301,684 88.0 2.1

積立金 17,264 0.5 86,252 1.2 △ 80.0
投資・出資・貸付金（経常的なもの
を除く） 784 0.0 745 0.0 5.2

繰出金（経常的なものを除く） 21,642 0.6 31,198 1.4 △ 30.6

消費的経費計 3,411,375 90.1 3,419,879 90.6 △ 0.2

普通建設事業費 376,448 9.9 403,928 9.4 △ 6.8

災害復旧事業費 396 0.0 100 0.0 296.0

投資的経費計 376,844 9.9 404,028 9.4 △ 6.7

合計 3,788,219 100.0 3,823,907 100.0 △ 0.9

　※維持補修費　・・・公共施設等を維持するための経費。

　※補助費等　　・・・普通会計決算上の分類で報償費・公課費・負担金及び補助金・補償補填金・利子などの経費。

　※繰出金　　　・・・特別会計や定額運用基金に対して支出する経費。

　※積立金　　　・・・基金への積立を行う経費。

　※投資・出資・貸付金・・・普通会計決算上の分類で特定の法人等に対する金銭の提供や資金の貸付けなどの経費。

　※人件費　　　・・・市長や副市長、教育長、議員、一般職の職員、嘱託職員の人件費及び各種委員報酬などの経費。

＜用語（区分）の説明＞

　※物件費　　　・・・消耗品費や光熱水費などの需用費や臨時職員賃金、委託料、使用料などの消費的性質の経費。

　※義務的経費　・・・普通会計決算上の分類で歳出のうちその支出が義務づけられた硬直性の強い経費。

　※扶助費　　　・・・社会保障制度の一環として法令等に基づき支出する経費。（児童手当、生活保護費など）

　歳出性質別決算の前年度との対比は、表４－１のとおりです。

区分
平成27年度

　歳出を性質別に見ると、扶助費（構成比２５．０％）、人件費（構成比２１．５％）、物件費（構成比１９．１％）、経常
的繰出金（構成比１０．２％）の順となっています。
　前年度との比較では、扶助費は、年金生活者等支援臨時福祉給付金や私立保育園委託料の増などにより、６
億９８０９万円（前年度比８．０％増）の増額となりました。
　補助費等は、プレミアム付商品券発行事業補助金の減などにより、１億７８７０万円（前年度比９．３％減）の減額
となりました。
　経常的繰出金は、介護保険特別会計などへの繰出金が増となったことなどにより、１億７２６４万円（前年度比
４．７％増）の増額となりました。
　積立金は、前年度繰越金などの減に伴い財政調整基金や清掃工場建設基金の積立金などが減となったことに
より、６億８９８８万円（前年度比８０．０％減）の減額となりました。
　普通建設事業費は、成田線新木駅自由通路及び橋上駅舎等新設工事負担金や農業拠点施設工事費が増と
なったものの、中学校教室エアコン設置工事費の減などにより２億７４８１万円（前年度比６．８％減）の減額となり
ました。

（単位：万円、％）

＜災害復旧費＞

　※公債費　　　・・・普通会計決算上の分類における市が借り入れた市債の返済に伴う元金・利子の経費。

＜教育費＞

＜表４－１＞　平成２８年度普通会計歳出性質別決算の状況

平成28年度
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＜表４－２＞　平成２８年度普通会計歳出・性質別決算の構成状況

４．市が所有する財産

 ※なお、（　　）内の数値は、平成２７年度末の数値です。主な基金は、「５．基金」を参照してください。

５．基　　金

＜表５－１＞（一般会計において資金管理を行うもの） （単位：万円）

財政調整基金 282,150 6,870

減債基金 24,190 6,000

公共施設整備基金 5,500めるへん文庫基金 5,392

ふるさと手賀沼ふれあい計画推進基金 4,210文化施設整備基金 66,290

国際・平和交流推進基金 4,590文化財保存基金 1,020

社会福祉事業基金 25,340災害対策基金 6,560

緑の基金 10,190 474

清掃工場建設基金 160,550 609,326

＜表５－２＞（各特別会計において資金管理を行うもの） （単位：万円）

国民健康保険事業財政調整基金 0 52,568

６．市債（地方債）現在高と債務負担行為未払残高

　※普通建設事業費・・・普通会計決算上の分類で道路や公園、公共施設の新増設等の建設事業に要する投資的な経費。

　※消費的経費　・・・普通会計決算上の分類で経費支出の効果が短期間で終わる経費。

　※災害復旧事業費・・・普通会計決算上の分類で大規模な災害によって生じた被害の復旧に要する投資的な経費。

　※投資的経費　・・・普通会計決算上の分類で支出の効果が資本形成に向けられる経費の総称。

介護保険財政調整基金

　基金は、特定の目的のために資金を積み立てたり、運用したりするために設けられています。主な基金の平成
２８年度末残高は、表５－１、表５－２のとおりです。

　市が所有する財産は平成２８年度末現在、次のとおりです。

小　計

※減債基金・・・市債（地方債）返済のための積立金

※財政調整基金・・・年度間の財源の不均衡を調整するための積立金

　※経常的経費　・・・普通会計決算上の分類で歳出のうち毎年持続して固定的に支出される経費。

スポーツ振興基金

教育振興基金

　　(２３０万６６６１㎡) 　 　 (２０万９７６３㎡)　　 　(７８億５８３８万円)　　　 　(２２億３２２２万円)

　　　　土　　地　　　　　　　　 　建物等　　　　　　 　　基　　金　　　　　　　　有価証券及び出資

成田線輸送力強化等整備基金

　 　 ２３１万３２４㎡　　　　２０万９８５７㎡　　 　 　６６億３５９３万円　　　  　２２億４００６万円

扶助費
25.0%

人件費
21.5%

物件費
19.1%

経常的繰出金
10.3%

普通建設事業費
9.9%

公債費
7.7%

補助費等
4.6%

繰出金
（経常的なものを除く）

0.6%

積立金
0.5%

維持補修費
0.5%

経常的貸付金等
0.3% 投資・出資・貸付金

（経常的なものを除く）
0.0%
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（単位：万円）

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度

普通会計地方債現在高 3,031,258 3,116,937 3,131,540

公共下水道地方債現在高 1,394,648 1,367,790 1,356,123

水道企業債現在高 69,477 62,773 55,783

債務負担行為未払残高 505,882 638,343 717,480

＜表６－２＞

７．財政指標の推移と比較

　今後も、経常収支比率の改善に向けて計画的に経常的な歳出総額を削減するとともに、今まで以上に歳入の
確保を図ることにより財務体質の改善を進めて行きます。

＜表６－１＞　市債（地方債）現在高と債務負担行為未払残高の推移

　一方、財政構造の弾力性を表す経常収支比率は、前年度に比べ２．１％悪化し、東葛６市の平均を上回ってい
ます。比率が悪化した主な要因は、地方消費税交付金や臨時財政対策債の減による経常一般財源（分母）の減
額が、繰出金や扶助費の増による経常経費に充当する一般財源（分子）の減額よりも大きかったことが挙げられ
ます。

　市債(地方債）は、施設整備や用地取得などの費用に充てるため、県の同意（または許可）を受けた上で財務
省、地方公共団体金融機構、民間金融機関などからの借入金です。

　普通会計における地方債現在高は３１３億１５４０万円（市民一人当たり２３万６５１９円）となっています。

　債務負担行為は、工期が数年にわたる工事の一括契約や、土地や建物の分割購入など将来にわたる支払い
を約束するものです。債務負担行為未払残高は、７１億７４８０万円（市民一人当たり５万４１９０円）となっていま
す。なお、残高の推移は表６－１のとおりです。

※市民一人当たりの数値は、平成２９年４月１日現在の人口（１３万２４０１人）で算出しています。

　我孫子市の実質公債費比率は、東葛６市の平均に比べ低い水準で推移しています。また、我孫子市の将来負
担比率は、退職手当負担見込額の減などにより将来負担額がマイナスとなったため、昨年度に引き続き平成２８
年度も該当しませんでした。

　普通会計決算をもとに財政状況を分析する各種指標を算出しています。この指標について対前年度と東葛６
市平均との比較をしてみました。
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6,000,000
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市債（地方債）現在高と債務負担行為未払残高の推移
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区分 平成27年度 平成28年度
平成28年度
東葛６市平均

早期健全化基準 財政再生基準

①財政力指数 0.84 0.84 0.88
②経常収支比率（％） 94.3 96.4 93.2
③実質公債費比率（％） 1.6 1.3 3.2 25.0 35.0
④実質赤字比率（％） － － － 12.21 20.00
⑤連結実質赤字比率（％） － － － 17.21 30.00
⑥将来負担比率（％） － － 18.9 350.0

８．市民の負担状況

＜表８＞ （単位：円、％）
区分 市税負担額 前年度増減率

市民一人当たり 131,785 0.7
一世帯当たり 301,761 △ 0.3

９．公営事業会計等の状況

ア、特別会計

＜表９＞ （単位：万円）
区分 歳　入・① 歳　出・② 差引・①－② 普通会計からの繰入金

国民健康保険事業 1,561,279 1,490,546 70,733 75,046
公共下水道事業 395,480 375,134 20,346 74,809
介護保険 884,764 850,246 34,518 137,251

後期高齢者医療 176,747 172,297 4,450 22,604

　市民サービスやいろいろな事業を行うための費用は、皆さんに負担していただいている市税のほか、国・県から
の支出金や市の借入金である地方債などで賄われています。

　平成２８年度普通会計決算での市民の皆さんの市税負担状況は表８のとおりです。

※平成２９年４月１日現在の人口（１３万２４０１人）、世帯数（５万７８２２世帯）で算出しています。

　特別会計決算は表９のとおりです。

　財政指標の推移と比較は、表７のとおりです。

③実質公債費比率・・・借入金の返済額が収入に占める割合。一般会計、特別会計、公営企業など全ての借入金を含む。１８％を超えると
地方債発行に県の許可が必要となります。

⑥将来負担比率・・・地方公共団体の一般会計等の借入金や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来
財政を圧迫する可能性の度合いを示すものです。

①財政力指数・・・地方公共団体の財政力を示す指数で、１に近づくほど財源に余裕があり、１を超えると国から普通交付税が交付されま
せん。

＜表７＞　財政指標の推移と比較

②経常収支比率・・・地方公共団体の財政構造の弾力性を判断する比率で、１００％に近づくほど財政の弾力性はなくなります。

④実質赤字比率・・・一般会計等（一般会計及び公営事業以外の特別会計）の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す
ものです。

⑤連結実質赤字比率・・・一般会計等とすべての公営事業会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体としての赤字の程度を指標化し、地
方公共団体としての財政運営の悪化の度合いを示すものです。

　特別会計は、特定の事業を行うため一般会計と区別して経理する会計です。現在は４つの事業を特別会計で
行っています。特別会計は、公営事業会計等として別々に決算を行っています。なお、公共下水道事業特別会
計における地方債現在高は１３５億６１２３万円（市民一人当たり１０万２４２５円）となっています。

＜用語（区分）の説明＞
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＜各特別会計の事業内容＞

イ、水道事業会計

　収支の内容については次のとおりです。

（単位：万円）

収益
257,823

（単位：万円）

　＜問い合わせ＞
　我孫子市役所企画財政部財政課 ℡　０４－７１８５－１１１１（内線 ２２３）
　水道局経営課 ℡　０４－７１８４－０１１４

20,921
収入 支出

94,874

※介護保険（高齢者支援課）　　　・・・介護保険事業を運営するための会計です。

※後期高齢者医療（国保年金課）　・・・後期高齢者医療の事務を行うための会計です。

　平成２８年度末の給水人口は、１２万３５４８人で前年度と比べ０．４％減少し、普及率は９３．１％です。年間給水
量は１２３０万７５５７㎥となり、前年度と比べ１．１％減少しました。うち、水道料金収入となる年間水量（有収水量）
は１１９１万５５６２㎥となり、前年度と比べ１．３％減少し、年間給水量に対する割合は９６．８％となり、前年度と比
べ０．２％減少しました。

　水道事業会計は、事業に必要な経費を水道料金収入で賄う「独立採算制」で事業を運営しています。

※国民健康保険事業（国保年金課）・・・国民健康保険事業を運営するための会計です。

当年度純利益

水道施設の建設や改良などの収支で、収入は負担金や有価証券償還受入金など、支出は建
設・改良工事費や企業債償還金など

資本的収支（税込み）

221,648 36,175
費用

経営活動に伴う収支で、収入は主に水道料金、長期前受金戻入益、支出は人件費、受水費、
修繕費、委託料、減価償却費など

収益的収支（税抜き）

　収益的収入は、前年度と比べ１．９％の減収となりました。また、収益的支出は、人件費、保守料、受水費など
の経費が減少したことにより、前年度と比べ３．５％の減少となりました。なお収益的収支は、平成２８年度も黒字と
なりました。

　資本的収支の収入面では、負担金収入や有価証券の満期による償還などがありました。支出面では配水管の
新設工事、中期計画に基づく経年設備の更新工事、妻子原浄水場配水ポンプ室内配管更新工事（継続事業の
最終年度）などの改良工事を実施しました。

　今後も安全な水を安定して供給するため、引き続き計画事業の着実な推進と健全経営に努めます。

　なお、資本的収支の不足額は、減価償却費などを積み立てた内部留保資金などで補てんしました。

※公共下水道事業（下水道課・治水課）　　・・・下水道を維持・建設するための会計です。
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